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1. 目的及び位置付け 
 本指針は、宇宙開発委員会として、宇宙ステーションの全体計画と

の整合性をとりつつ、宇宙ステーション補給機（以下、「HTV」とい

う。）の宇宙ステーションへの接近・係留・離脱に係る安全確保を図

ることを目的とする。 

 また、本指針は、安全部会において HTVの安全対策について総

合的かつ系統的に調査審議する際の指針と位置付ける。 

 

2. 適用範囲 
 本指針は、HTVの開発及び運用の各段階において行う安全評価

に適用することとし、各段階において新たに必要となる事項等につ

いては、適宜追加、改訂を行うこととする。 

 また、HTVにより輸送・補給される搭載物の安全については、搭載

物の内容に応じて、必要があれば、別途調査審議を行うこととする。 

 なお、HTVの打上げ及び再突入については、「ロケットによる人工

衛星等の打上げに係る安全評価基準」に基づき、安全評価のため

の調査審議を行うこととする。 

 

3. 基本的な考え方 
 HTVの安全確保のため、以下の基本的な考え方に従って十分な

安全対策を講じ、リスクを可能な限り小さくすることとする。 

（1） 安全確保の対象 

 宇宙ステーションは、人間をその構成要素として含むシステムで

あり、搭乗員の死傷を未然に防止するため、安全確保を図ることと

する。 

（2） 安全確保の方法 

 HTVの開発及び運用においては、すべてのハザードを識別し、

以下の優先順位に従ってハザードを制御し、残存ハザードのリスク

を評価することとする。 

ア ハザードの除去 

 ハザードについては、可能な限り除去する。 

イ リスクの最小化設計 

 故障許容設計、適切な部品・材料の選定等により、リスクが最小

となるようにする。 

ウ 安全装置 

 異常が発生したとしても被害を最小限にするように、安全装置を

付加する。 

エ 警報・非常設備等 

 異常が発生した場合には、警報が作動し、また、万一緊急の措

置を要する事態に至った場合には、緊急警報が作動して、搭乗

員に異常を知らせる。 

 さらに、異常の発生に備えて、非常設備及び防護具を備える。 

オ 運用手順 

 リスクが最小となるような運用手順を整備する。 

カ  保全 

 適切な予防保全により、異常の発生頻度を小さくする。 

（3） 有人活動の特殊性への配慮 

 HTVの宇宙ステーションへの接近・係留・離脱においては、宇宙

ステーションの搭乗員による有人活動が行われるため、自然環境

及び誘導環境から搭乗員及び安全に関わる機器を保護するため

に、十分な構造上の強度、寿命等を有するとともに、安全に関わる

システムの故障（誤操作を含む。）に対する適切な許容度の確保、

容易な保全等ができるようにする。 

 また、火災、爆発、危険物等による異常の発生の防止並びに外



傷、火傷、感電等の傷害及び疾病の発生の防止を図るとともに、緊

急対策に十分配慮する。 

 

4. 宇宙環境対策 
 HTVは、宇宙における自然環境並びに打上げ時及び軌道上にお

ける誘導環境から搭乗員及び安全に関わるシステムが保護されるよ

うにしなければならない。このため、以下のような対策を講じる必要

がある。 

（1） 自然環境からの保護 

ア 隕石・スペースデブリ 

 隕石・スペースデブリの衝突により、HTVの安全に関わるシステ

ムが損傷し、搭乗員が危険な状態とならないよう、可能な限り防御

すること。 

 なお、万一隕石・スペースデブリが HTVに衝突し、HTVの安全

に関わるシステムが損傷した場合には、HTVから宇宙ステーショ

ン本体への退避により、搭乗員の安全確保を図ること。 

イ 宇宙放射線 

 HTVの安全に関わる機器は、放射線による誤動作、故障及び

性能劣化を可能な限り生じないこと。 

 また、搭乗員が搭乗期間中に受ける放射線の被曝量をモニタ

ーすること。 

ウ 高真空、微小重力等 

 HTVは、高真空、微小重力、電磁波、プラズマ、高温・低温、原

子状酸素等の環境に対して、搭乗員の安全及び安全に関わる機

器の正常な動作を確保できること。 

 また、与圧部に設置される安全に関わる機器は、減圧に耐え、

再加圧後正常に動作すること。 

（2） 誘導環境からの保護 

ア 打上げ時の誘導環境 

 構造及び安全に関わる機器は、打上げ時における振動、加速

度、音響、圧力等の誘導環境について、打上げ機搭載時の諸条

件に耐えられること。 

イ 軌道上の誘導環境 

(ｱ) 雰囲気空気 
 酸素濃度、二酸化炭素濃度、一酸化炭素濃度、気圧等の環境

については、宇宙ステーションの機能を利用して制御するため、

HTV内及びHTVと宇宙ステーション間で適切な換気が実施でき

ること。また、HTV内でこれらについての異常が発生した場合に

は、異常の発生を宇宙ステーションに通知し、搭乗員に知らせる

ことができること。 

 さらに、HTVの宇宙ステーションへの結合前には、これらにつ

いての異常がないことを確認できること。 

(ｲ) 汚染 
 有害物質は、使用しないことを原則とするが、使用することが

避け難い場合は、搭乗員の安全に影響を与えないこと。 

 なお、一旦発生したものの低減は、宇宙ステーション本体の機

能に依存するが、大量の有害物質が発生した場合には、一旦与

圧部内の空気を宇宙空間へ排出できること。 

(ｳ) 振動、音響、電磁波 
 HTVの機器が発生する振動、音響及び電磁波は、搭乗員及

び安全に関わる機器に影響を与えないこと。 

 また、安全に関わる機器は、宇宙ステーションより発生するこ

れらの環境に十分耐えられること。 



（3） 軌道上環境等の保全 

 宇宙空間における不要な人工物体となるものの発生については、

合理的に可能な限り抑制するように考慮すること。このため原則と

して、固体の廃棄物及び短期間に気化しない液体の廃棄物を軌

道上に投棄しないこと。 

 

5. 構造及び材料 
（1） 構造 

 HTVの構造は、搭乗員及び搭載機器を宇宙環境から保護すると

ともに、安全に支持するため、十分な余裕度を持って設計・開発さ

れなければならない。このため、以下のような対策を講じる必要が

ある。 

ア 設計 

 不測の事態において一つの構造部材が損傷しても、搭乗員を

危険な状態に陥らせないこと。 

 また、圧力容器（与圧部構造体を含む。）は、リークビフォアラプ

チャ又は安全寿命設計であること。 

イ 強度及び剛性 

 HTVの構造は、打上げ時及び軌道上において想定される環境

条件の下で、十分な強度及び剛性を有し、運用期間に対し十分

な疲労寿命を有すること。 

（2） 材料 

 材料については、可燃性、臭気・有害ガス発生、腐食、応力腐食

割れ等の特性を十分考慮して使用すること。 

 

6. 推進 
 HTVは、自ら推進系を有し、宇宙ステーションに接近・係留・離脱

するシステムであることから、推進薬の漏洩・爆発、推進系の予期せ

ぬ作動・停止等が起こらないよう必要な対策を講じること。 

7. 誘導・制御 
 HTVは、宇宙ステーションに接近・係留し物資補給を行うとともに、

宇宙ステーションの廃棄品を搭載後、離脱する無人の軌道間輸送

機であることから、宇宙ステーションへの衝突が起こらないよう必要

な対策を講じること。 

 このため、HTVは宇宙ステーションへの接近・離脱において、安全

な経路を確保すること。 

 また、万一HTVが宇宙ステーションに衝突する恐れが発生した場

合には、HTVは宇宙ステーションから安全に衝突回避できる機能を

有すること。 

8. 電力 
 HTVの安全に関わるシステムのエネルギー源は電源であることか

ら、運用期間を通じて安全に関わるシステムへ電力が供給できるよう

必要な対策を講じること。 

9. 安全・開発保証 
 搭乗員の安全に影響を及ぼすシステムについては、安全性並び

に安全性を確保するための信頼性、保全性及び品質保証を十分考

慮しなければならない。このため、以下のような対策を講じる必要が

ある 

（1） 安全性 

 安全に関わるシステムについては、適切な故障許容（誤操作を

含む。）を確保すること。 

（2） 信頼性 

ア システムの独立性 

 安全に関わるシステムについては、他のシステムの故障の影響



を可能な限り受けないようにすること。 

 また、冗長系は、可能な限り互いに分離して配置すること。 

イ 故障検知 

 安全に関わるシステムの故障は、可能な限り自動的に検知され、

地上要員に通報されるとともに、緊急を要するもの等必要なもの

は、搭乗員にも通報されること。 

ウ 自律性の確保 

 安全に関わるシステムについては、地上管制が受けられない場

合においても搭乗員の安全を確保すること。 

エ 自動機能に対するオーバーライド 

 安全に関わるシステムの自動機能については、状況に応じて搭

乗員及び地上操作によるオーバーライドができること。 

（3） 保全性 

ア 機能中断の防止 

 安全上連続的に運用する必要のあるシステムは、重要な機能の

中断なく保全できること。 

イ 危険防止 

 保全作業については、船外活動の最小化、粉塵等の発生の最

小化、流体の放出の最小化、最適な防護措置等が行われること。 

 また、保全に伴う機器の取付け及び取外しは、安全かつ容易に

できること。 

（4） 品質保証 

 安全に関わるシステムの機能、性能等を確認するため、製造管

理及び十分な検証を行うとともに、その記録を保存すること。 

 また、HTVの安全確保に必要なデータは、その効率的蓄積・利

用に資するために、問題報告・是正処置・予防処置、部品情報、材

料・工程情報等についてデータベース化を図ること。 

 

10. 人間・機械系設計 
 HTVは、本格的な有人宇宙活動を行う場へ提供するものであり、

安全確保を図る上で人的要因を十分考慮しなければならない。この

ため、以下のような対策を講じる必要がある。 

（1） 搭乗員の保護 

 搭乗員が触れる可能性のある部分は、適切な丸みを持たせるとと

もに、破損しても破片が飛散しないようにするなど、外傷、火傷、感

電等が生じないようにすること。 

 また、足部固定具、取っ手等は、荷重に十分耐えられること。 

（2） 誤操作等の防止 

 安全に関わるシステムについては、搭乗員及び地上要員の誤操

作及び操作忘れの発生を防止するため、可能な限り自動化するこ

と。 

 また、HTVの内部装飾、機器の操作手順、視野等については、

誤操作等の生じにくいよう十分配慮すること。 

（3） 共通化 

 安全に関わるシステムについては、可能な限り国際的に共通化

を図ること。 

（4） 異常等への対処 

 HTVにおいて異常等が発生した際の搭乗員及び地上要員による

安全に関わる対処については、適切な指揮・命令系統の下で運用

されるシステムとなるよう十分配慮すること。 

 

11. 緊急対策 
 火災、減圧、汚染等の異常が発生し、緊急を要するときにおいても、



搭乗員の安全に重大な影響が及ばないようにしなければならない。

このため、以下のような対策を講じる必要がある。 

（1） 緊急警報 

 緊急警報は、人命に脅威となるような異常を識別でき、安全に退

避できるよう緊急、確実に通知できること。 

 また、人命への脅威に関する緊急警報は、異常を発見した搭乗

員が警報ボタン等により手動で警報を発出できること。 

（2） アクセス 

 非常設備、防護具、安全上重要な手順書等は、緊急時において

も、搭乗員が容易に取り出して使用できるように保管すること。 

 また、通路は、搭乗員が安全かつ速やかに脱出・避難できるこ

と。 

（3） 減圧及び再加圧 

 火災、汚染等の異常が発生した場合には、与圧部内の空気を排

出するため、減圧及び再加圧ができること。 

 また、再加圧後に搭乗員が与圧部内に入る前に安全の確認がで

きること。 

 

12. 安全確保体制 
 HTVの安全確保に関わる活動については、開発及び運用の担当

部門から独立した部門においても行うこと。 

 また、安全上のあらゆる問題点について、開発及び運用の責任者

まで報告される体制を確立すること。 

 さらに、HTVの開発及び運用に携わる者への安全教育・訓練を実

施するとともに、安全確保に係る事項の周知徹底を図ること。 

参考 1 

 

宇宙ステーション補給機（HTV）に係る安全評価のための 

基本指針の策定に関する調査審議について 

 

平成 17年 6月 29日 

宇宙開発委員会決定 

 

1. 調査審議の趣旨 
 国際宇宙ステーション計画は、地球周回軌道上で組み立てられる

有人宇宙ステーション計画であり、日本、米国、欧州、カナダ、ロシ

アの 5極計 15カ国が参加する国際協力プロジェクトである。我が国

は、国際宇宙ステーションにおいて長期滞在による有人活動を行う

ことにより、将来迎えるであろう本格的な有人宇宙活動に向けて、必

要な基盤的技術を効率的かつ効果的に蓄積するため、この国際協

力プロジェクトに参加している。 

 我が国においては、国際宇宙ステーション計画において果たすべ

き役割のひとつとして、平成20年度の打上げを目途に、国際宇宙ス

テーションに物資を輸送する宇宙ステーション補給機（HTV）の開発

を進めている。 

 宇宙ステーション補給機については、我が国政府がその安全確保

を認証する責任を有することから、今後、宇宙開発委員会において

宇宙ステーション補給機の開発及び運用に係る安全評価を実施す

る必要があるが、その前提として、安全評価のための基本指針を策

定する必要がある。 

 このため、安全部会において次のとおり調査審議を行う。 

 



2. 調査審議を行う事項 
 宇宙ステーション補給機に係る安全評価のための基本指針の策

定に関する事項 

 

3. 調査審議等の日程 
 調査審議の結果は、適宜宇宙開発委員会に報告するものとする。 

 

4. 安全部会の構成員 
 本調査審議に係る安全部会の構成員は、別紙のとおり。 

 

5. その他 
 「（会議の公開）第 13条 本委員会及び部会の議事、会議資料及

び議事録は、公開とする。ただし、特段の事情がある場合において

は、事前に理由を公表した上で非公開とすることができる」（宇宙開

発委員会の運営について 平成 13年 1月 10日宇宙開発委員会決

定）に従い、安全部会は、原則として公開とし、特段の事情がある場

合には非公開とすることとする。 

 

---------------------------------------------------------- 

 

 

別紙 

宇宙開発委員会安全部会構成員 

（委員） 

部会長 松尾 弘毅 宇宙開発委員会委員 

部会長代理 青江 茂 宇宙開発委員会委員 

 野本 陽代 宇宙開発委員会委員（非常勤） 

（特別委員） 

跡見 順子 国立大学法人東京大学大学院総合文化研究科教

授 

工藤 勲 国立大学法人北海道大学大学院工学研究科教授 

熊谷 博 独立行政法人情報通信研究機構電磁波計測部門

部門長 

栗林 忠男 東洋英和女学院大学国際社会学部教授 

河野 通方 国立大学法人東京大学大学院新領域創成科学研

究科教授 

後藤 昇弘 国立大学法人九州大学大学院工学研究院教授 

佐藤 吉信 国立大学法人東京海洋大学海洋工学部教授 

下平 勝幸 前日本大学理工学部非常勤講師 

竹ヶ原 春貴 首都大学東京システムデザイン学部教授 

中村 順 警察庁科学警察研究所爆発研究室室長 

長谷川 和俊 千葉科学大学危機管理学部教授 

（平成 17年 8月 3日まで） 

花田 俊也 国立大学法人九州大学大学院工学研究院助教授 

雛田 元紀 宇宙科学研究所名誉教授 

藤原 修三 独立行政法人産業技術総合研究所爆発安全研究セ

ンター長 

馬嶋 秀行 国立大学法人鹿児島大学大学院医歯学総合研究

科教授 

松尾 亜紀子 慶應義塾大学理工学部助教授 

宮本 晃 日本大学大学院総合社会情報研究科教授 


